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○誠之奨学金貸与規程 

平成18年１月27日 

教育委員会規則第１号 

誠之奨学金貸与規程（平成17年教育委員会規則第15号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規程は、誠之奨学金基金条例施行規則（昭和43年規則第30号）第２条及び福山

市教育委員会に対する事務委任規則（昭和41年規則第92号）第４号の規定に基づき、学資

の貸与に関し必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔平成28年教委規則８号・令和６年１号〕） 

（学資の種類） 

第１条の２ 学資の種類は、次のとおりとする。 

(1) 奨学金 授業料その他の修学に関して必要な資金 

(2) 入学準備金 入学金その他の入学の際に必要な資金 

（追加〔令和６年教委規則１号〕） 

（学資の貸与を受ける者の資格） 

第２条 学資の貸与を受ける者（以下「奨学生」という。）は、次に掲げる要件を備えてい

なければならない。 

(1) 保護者（親権者、後見人その他これに準ずる者をいう。以下同じ。）又は本人（独

立して生計を営む者に限る。）の住所（保護者が法人である場合においては、主たる事

務所の所在地）が市内にあること。 

(2) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する高等学校等（高等学校若しくは高等

専門学校又はこれらに準ずるものとして教育委員会が特に必要と認めた学校をいう。以

下同じ。）に在学中であること。 

(3) 学習の意欲があり、行動が健全であること。 

(4) 経済的な理由により修学が困難であると認められること。 

(5) この規則以外の規程により又は他の団体若しくは個人から高等学校等への修学に係

る学資その他これに類するものの貸与又は給付を受けていないこと。 

(6) 以前に、この規則に規定する奨学金の貸与を受けていないこと。ただし、高等学校

等を中退した場合又はこれに準ずるものとして教育委員会が認めるときは、この限りで

ない。 

（一部改正〔平成24年教委規則４号・６号・令和６年１号〕） 
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（奨学金の貸与額） 

第３条 奨学金の貸与額は次の各号の区分に従い、当該各号に掲げる額とし、貸与総額は予

算の範囲内で定める。 

(1) 国立又は公立の高等学校等に在学する者 １人月額20,000円 

(2) 私立の高等学校等に在学する者 １人月額40,000円 

（一部改正〔令和６年教委規則１号〕） 

（奨学金の貸与期間） 

第４条 奨学金の貸与期間は、奨学生が在学する高等学校等の正規の修業年限とする。 

（奨学金の貸与申請） 

第５条 奨学金の貸与を受けようとする者は、奨学金貸与申請書に次に掲げる書類を添えて

教育委員会に提出しなければならない。ただし、教育委員会が次条第１項の規定による決

定に必要がないと認めるものは、添付を省略することができる。 

(1) 奨学生家庭状況調査表 

(2) 奨学生推薦調書 

(3) 保護者又は当該申請者の住民票記載事項証明書（保護者が法人である場合において

は、主たる事務所の所在地が市内にあることを証するもの） 

(4) 父母又はこれらに代わって生計を維持している者の所得証明書 

(5) その他教育委員会が必要と認める書類 

２ 前項の奨学金貸与申請書の受付期間は、毎年３月15日から４月15日までとする。ただし、

教育委員会が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（一部改正〔平成24年教委規則４号・６号・25年１号・30年６号〕） 

（奨学金の貸与の決定等） 

第６条 教育委員会は、前条第１項の奨学金貸与申請書の提出があったときは、福山市奨学

金審議会設置条例（昭和60年条例第12号）に規定する福山市奨学金審議会（以下「審議会」

という。）の意見を聴き、当該申請に係る奨学金を貸与し、又は貸与しない旨の決定をす

るものとする。 

２ 教育委員会は、前項の規定による決定をしたときは、その旨を当該決定を行った日の翌

日から10日以内に奨学生侯補者決定通知書又は奨学生候補者不承認決定通知書により当

該申請者に通知する。 

（保証人） 

第７条 前条第２項の規定により奨学生侯補者決定通知書を受けた者は、連帯保証人を２人
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立てなければならない。 

２ 前項の連帯保証人は、次に該当する者でなければならない。 

(1) ２人のうち少なくとも１人は、市内に居住する者であること。 

(2) 奨学生と連帯して債務を保証する能力のある者であること。 

３ 連帯保証人が前項第１号に該当しなくなったときは、奨学生又は奨学生であった者で奨

学金返還完了前の者は、連帯保証人を変更しなければならない。 

（一部改正〔平成25年教委規則１号〕） 

（返還誓約書の提出） 

第８条 第６条第２項の規定により奨学生候補者決定通知書を受けた者は、当該通知書を受

けた日から14日以内に返還誓約書に連帯保証人２人連署の上、次に掲げる書類を添えて教

育委員会に提出しなければならない。 

(1) 連帯保証人の市町村民税又は特別区民税の納税証明書 

(2) 連帯保証人の印鑑登録証明書 

(3) 在学証明書 

（一部改正〔平成24年教委規則１号・25年１号〕） 

（奨学金の貸与） 

第９条 奨学金は、４月分から６月分までを５月に、７月分から９月分までを８月に、10

月分から12月分までを11月に、１月分から３月分までを２月にそれぞれ貸与する。ただし、

教育委員会が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

２ 貸与期間の初日の属する年度に貸与する奨学金に関する前項の規定の適用については、

同項中「４月分から６月分までを５月に、７月分から９月分までを８月に」とあるのは、

「４月分から９月分までを７月に」とする。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号〕） 

（奨学金の辞退） 

第１０条 奨学生は、いつでも奨学金の貸与の辞退を申し出ることができる。 

２ 前項の規定により奨学金の貸与の辞退を申し出る者は、奨学生（候補者）辞退届を教育

委員会に提出しなければならない。 

（一部改正〔平成25年教委規則１号〕） 

（奨学金の貸与の休止等） 

第１１条 教育委員会は、奨学生が休学し、又は停学処分を受けたときは、休学した日又は

停学処分を受けた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する
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月）から復学した日の属する月の前月までの間、奨学金の貸与を一時休止する。 

２ 教育委員会は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その事由が生

じた日の属する月の翌月から奨学金の貸与を解除する。 

(1) 第２条各号に掲げる要件のいずれかを欠いたとき。 

(2) 奨学金の貸与を受けることを辞退したとき。 

(3) 詐欺その他不正な行為により、奨学金の貸与を受けたことが明らかとなったとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、奨学金の貸与の目的を達成する見込みがなくなったと

認められるとき。 

３ 教育委員会は、前２項の規定により奨学金の貸与を一時休止し、又は解除したときは、

その旨を奨学金貸与休止決定通知書又は奨学金貸与解除決定通知書により奨学生及び連

帯保証人に通知するものとする。この場合、第９条の規定により既に奨学金の貸与を一時

休止し、又は解除する事由が生じた月以後の奨学金の貸与を受けた者は、遅滞なく当該月

分の奨学金を返還しなければならない。 

（一部改正〔平成25年教委規則１号〕） 

（奨学金の返還） 

第１２条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その事由が生じた日

の属する月の翌月から起算して６月を経過した翌月から返還完了まで、貸与を受けた奨学

金の月額の２分の１に相当する額を月賦で返還しなければならない。ただし、教育委員会

が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

(1) 奨学金の貸与期間が満了したとき。 

(2) 前条第２項第１号、第２号又は第４号のいずれかの規定に該当することにより奨学

金の貸与を解除されたとき。 

２ 前項の規定は、貸与を受けた奨学金の全部又は一部を繰上返還することを妨げるもので

はない。 

３ 前条第２項第３号の規定に該当することにより奨学金の貸与を解除された者は、奨学金

の全額を直ちに返還しなければならない。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号〕） 

（奨学金の返還の猶予） 

第１３条 教育委員会は、奨学生であった者がさらに上級の課程に入学し、又は疾病その他

特別の理由により奨学金の返還が著しく困難となったときは、奨学金の返還を猶予するこ

とができる。 
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２ 前項の猶予を受けようとするときは、奨学金返還猶予申請書に、その理由を証明する書

類を添えて教育委員会に提出しなければならない。 

３ 教育委員会は、前項の申請があったときは、審議会の意見を聴き、猶予するかどうかを

決定し、その旨を奨学金返還猶予決定通知書又は奨学金返還猶予不承認決定通知書により

当該申請者に通知する。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号〕） 

（奨学金の返還の免除） 

第１４条 教育委員会は、奨学生であった者が次の各号のいずれかに該当するときは、福山

市奨学資金条例（平成17年条例第113号）第18条の規定により奨学金の返還債務の全部又

は一部を免除することができる。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 心身に著しい障害を受け、奨学金を返還することができなくなったと市長が認める

とき。 

(3) その他やむを得ない理由により奨学金の返還が困難であると市長が認めるとき。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、奨学金の返還免除について準用する。この場合におい

て、同条第２項中「奨学金返還猶予申請書」とあるのは「奨学金返還免除申請書」と、同

条第３項中「奨学金返還猶予決定通知書又は奨学金返還猶予不承認決定通知書」とあるの

は「奨学金返還免除決定通知書又は奨学金返還免除不承認決定通知書」と読み替えるもの

とする。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号〕） 

（現況の届出） 

第１５条 奨学生が翌年度も引き続き奨学金の貸与を受けようとするときは、現況報告書に

在学証明書を添えて教育委員会に届け出なければならない。 

２ 前項の現況報告書の受付期間は、毎年４月１日から４月30日までとする。ただし、教育

委員会が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号・25年１号〕） 

（異動の届出） 

第１６条 奨学生又は奨学生であった者が、返還完了前において次の各号のいずれかに該当

するに至ったときは、当該事項を証することのできる書類を添えて奨学生異動届により、

遅滞なくその旨を教育委員会に届け出なければならない。 

(1) 休学し、又は停学処分を受けたとき。 
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(2) 復学したとき。 

(3) 転学したとき。 

(4) 退学したとき。 

(5) 住所又は氏名を変更したとき。 

(6) 連帯保証人を変更したとき。 

(7) 連帯保証人の住所又は氏名に変更があったとき。 

(8) 連帯保証人が死亡したとき。 

(9) 連帯保証人が破産手続の決定を受けたとき又はその他連帯保証人として適当でない

事由が生じたとき。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号・25年１号〕） 

（死亡の届出） 

第１７条 奨学生又は奨学生であった者が死亡したときは、連帯保証人は当該事項を証する

ことのできる書類を添えて遅滞なくその旨を教育委員会に届け出なければならない。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号・25年１号〕） 

（利息及び延滞金） 

第１８条 奨学金には利息を付さない。ただし、正当な理由がなく奨学金の返還を遅延した

者は、福山市税外収入金の督促及び滞納処分条例（昭和41年条例第29号）の規定の例によ

り延滞金を支払わなければならない。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号〕） 

（入学準備金の貸与申請） 

第１９条 入学準備金の貸与を受けようとする者は、５万円、10万円、15万円、20万円、25

万円及び30万円の金額のうちいずれか希望する金額で貸与の申請をするものとし、第５条

第１項の奨学金貸与申請書に入学準備金の貸与を受けようとする旨を記載し、教育委員会

に提出しなければならない。 

（追加〔令和６年教委規則１号〕） 

（入学準備金の貸与方法） 

第２０条 入学準備金は、奨学金の最初の貸与と同時に貸与するものとする。ただし、教育

委員会が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（追加〔令和６年教委規則１号〕） 

（準用） 

第２１条 第６条から第８条まで、第10条、第12条から第14条まで及び第16条から第18条ま
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での規定は、入学準備金について準用する。この場合において、第10条、第12条、第13

条第１項、第14条及び第18条の規定中「奨学金」とあるのは、「入学準備金」と読み替え

るものとする。 

（追加〔令和６年教委規則１号〕） 

（書類の様式） 

第２２条 第５条の奨学金貸与申請書その他この規則に規定する書類は、教育長が別に定め

る様式による。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号・令和６年１号〕） 

（委任） 

第２３条 この規則に定めるもののほか、学資の貸与について必要な事項は、教育長が別に

定める。 

（一部改正〔平成24年教委規則１号・令和６年１号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の誠之奨学金貸与規程の規定は、この規則の施行の日以後に決定された奨学金に

ついて適用し、同日前に決定された奨学金については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年２月10日教委規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の誠之奨学金貸与規程の規定は、この規則の施行の日以後に決定される奨学金に

ついて適用し、同日前に決定された奨学金については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年４月26日教委規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年６月４日教委規則第６号） 

この規則は、平成24年７月９日から施行する。ただし、第２条第１号及び第５条第１項第

３号の改正規定（「市内で」を「市内に」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行す

る。 

附 則（平成25年３月25日教委規則第１号） 
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（施行期日） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の誠之奨学金貸与規程の規定は、この規則の施行の日以後に決定される奨学金に

ついて適用し、同日前に決定された奨学金については、なお従前の例による。 

附 則（平成28年３月31日教委規則第７号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年６月27日教委規則第６号抄） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年２月７日教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


